











ま え が き
アメリカでは,投 資家 に対 して3ヶ 月 ごとに企業業績の開示が行 われている。いわゆる,四 半
期報告であ る。 これを まねて,東 京証券取 引所 などで も,上 場企業 に3ヶ 月 ごとの業績(四 半期
業績)を 開示す るこ とを義務づ けた。
国際会計基準審議会(IASB)は,損 益計算書 における純利益 の表示 をやめて,「 包括利益」 を
開示す る方向で検討 中で ある という。包括利益 とは,簡 単 にい う と,「 公正価値」 による評価
(時価評価)を 徹底 し,実 現利益 も未実現利益 も区別せず に,ま とめて利益 として報告す るもの
である。
四半期報告 も包括利益の報告 も,「投 資情報 をタイム リーかつ フルにデ ィスクローズす る」 と
い う美名の もとに企 まれているが,実 は,企 業経営 と会計 を破壊するおそれがあるのである。主
観的な時価 を正当化するために 「フェア ・ヴァリュー(fairvalue)」 な どという名称 を使 うのを見
ても,い かに 「ア ンフエア(不 公正)」 であるかがわかる。
アメ リカの減損会計がV字 回復 を演 出す る手段 として悪用 されて きた ことは,案 外,知 られ
ていない。 また,こ の国で,企 業結合の会計処理 に使 われて きた 「持分 プー リング法」が禁止さ
れたが,そ れが 「利益のでっちあげ」策 として悪用 された結果であることも,あ ま り,知 られて
いない。
わが国では,そ んな事情 もよく知 らずに,ア メ リカ基準は世界標準だ とばか り,ア メリカをま
ねて減損会計基準 と企業結合会計基準 を設定 した。い うまで もないが,基 準 を設定 している人た
ちは,こ うした事情 を熟知 した上で,ア メリカ基準 を取 り込 もうとす る。知 らないのは,不 勉強
な会計学者や会計十 ばか り,と い うことであろうか。
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小 稿 で は,四 半期 報告,包 括利 益,合 併 会 計,減 損 会 計 とい う,最 近の アメ リカ会 計 を特徴 づ
ける4つ の テー マ を取 り上 げ て,ア メ リカ会 計 の欺 隔 と功 罪 を明 らか にす る。
1四 半期報告がギャンブル体質を生み出す
四半期報告の狙 いは,企 業の会計情報 をタイム リーに投資家 に知 らせ る ことにあ る。 タイム
リー ・デ ィス クロージャー(情 報の適時開示)で ある。 またた く間に新 しい産業 が興隆 をきわめ,
新 しい製 品が瞬時 に市場 を席巻す る時代である。逆 に,数 ヶ月の間に,大 手企業が破綻するこ と
も珍 しくない時代で もある。投資家 にしてみれば,企 業経営の動向 とそれを数値化 した会計情報
は,リ アルタイムに入手 したい情報である。そ うした情報ニーズに合わせて,ア メ リカで は,3
ヶ月 ごとに会計情報 を開示 して きた。
タイムリーに情報 を提供す るとい う狙いは正 しい。 しか し,制 度が狙 いの通 りに運用 されると
は限 らない。 アメ リカ企業の例 をみ よう。
この国では,四 半期 ごとに経営成果 を計算 ・報告 して きた。 この国では,四 半期情報に株価が
敏感に反応す る。そのために,経 営者 は,毎 四半期に何 らかの グッ ド・ニュース を報告 しなけれ
ばならない。投資家 も,四 半期 ごとの利益額 を見て株 を買った り売 った りする。アメリカの投資
家は,次 第に短期的な投資観 しか もたな くな り,ア メ リカの経営者 はそうした近視眼的な投資家
の情報ニーズ に合 わせ た会計報告をす るようになったのである。
わずか四半期(3ヶ 月)か そ こらでは,本 業の利益 が大 きく変動す る ことは ない。本業 の利益
ではグッ ド・ニュース を作 れないのである。短期的に変わるとすれば,財 産の金額,特 に価格変
動にさらされている金融商品やデ リバ ティブの価値である。後 は,利 益 を 「作 る」 しかない。
アメリカの企業が,さ かんにM&A(合 併や買収)を 行 うの も,デ リバテ ィブに手 を出すの も,
ギャンブルまがいの取引 を繰 り返すの も,簡 単に利益 をひね り出せ るか らである。いや,簡 単 に
「利益 を作 る」 ことがで きるか らであ る。
か くして,ア メ リカの四半期報告で最 も重視 され るのは短期利益 の多 寡であ る。 ここでは,
「利益 を稼 ぐ」 ことが重要なのではな く,「利益額 を大 きく報告する」 ことが重要 なのである。利
益 は経営の 「目的」ではな く,高 株価経営の 「手段」 と化 したのである。
利益が手段 と化 した途端,ア メリカ企業 は,儲 けの出ている他企業を買収 した り,デ リバテ ィ
ブを駆使 した り,未 実現利益 を計上 した り,将 来利益 を時価 評価(前 倒し)し た り,費 用 を先送
りした りして,何 が何 で も利益の額 を嵩上げ しは じめたのである。
こうした手 口は,す べて,損 益計算書 を美化する効果はあるが,キ ャ ッシュ ・フローがついて
こない。つ ま り,い くら外見上利益 を計上で きて も,そ れに見合 うキャ ッシュ ・フローが ない。
これこそ,株 価 をつ り上げることだけを考えて行われた会計操作で,こ んなことを続けていた ら
いつかは破綻することを誰 もが分かっていたはずであ る。誰 もが分 かっていなが ら,破 綻へ の道
を突 き進 んだのが,エ ンロンであ りワール ドコムであ った(詳 しくは,田 中,2003年bを 参照)。
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今,わ が 国は,エ ンロ ンや ワー ル ドコム を生 ん だ 「四半 期 報告 」 を まね よう と して い る。 ア メ
リカ と同 じよ うな問 題 を生 まない とい う保 証 は どこに もな い。
2包 括利益は投資の意思決定に役立たない
今 日の会計では,複 式簿記 のシステムか らでて くるデー タの うち,フ ロー ・デー タで損益計算
書 を先 に作 り,残 りのデータでバ ランス ・シー トを作成 している。1つ のシステムか ら2つ のア
ウ トプ ッ トが生 まれ ることが,こ れまで多 くの会計論争の原 因となって きた。
会計学ではこれ まで,損 益計算書は企業 の経営成績(収 益力)を 示 し,バ ランス ・シー トは企
業 の財政状態(財 務状態)を 示す,と 説いて きた。 しか し,今 の会計学で は,こ の2つ の計算書
が示す といわれる 「経営成績」 と 「財務状態」 を,統 一的 ・一元的な目的観で説明 し切れていな
い。つ まり,1つ の システムか ら生 まれる2つ の計算書 を一・元 的に解釈 する 「接着剤」は,い ま
だ開発 されていないのである。
そのために,損 益計算書 を重視す る 「動態論」 が生 まれ,他 方で,バ ランス ・シー トを重視す
る 「静態論」が生 まれる。動態論 では,バ ランス ・シー トは損益 に計上 されなかった項 目の 「残
高表」であ り,静 態論 では,損 益計算書 はバ ラ ンス ・シー トの副産物 として扱われる。
最近 におけるアメ リカ会計 の動向は,バ ランス ・シー トをで きるだけ包括的な もの(何 でもオ
ンバランスにする)に し,オ フバ ランスの資産や負債 をで きるだけ無 くしようとして きた点に特徴
がある。バ ランス ・シー トを 「残高表」 と見ず,よ り積極 的に企業財産の実態表に変身させ よう
とい うのである。
しか し,そ の結果,損 益計算書 には,バ ランス ・シー トに載 らない項 目やバ ランス ・シー トに
載せ た項 目の反対科 目(バ ランス ・シー トに借方項目を載せたときには,そ の貸方項目)が,そ の期 の
損益か どうかに関係 な く,計 上 される。そのままでは,損 益計算書が ゴミ箱化 しかねない。そ こ
で,そ うした不純物 につ いて は損益計算書 を通 さず に,バ ラ ンス ・シー トの資本勘定(剰 余金)
に直接 チャージ(加 減)す ることが認め られてきた。
近代会計 の良識 は,「 すべ ての損益項 目を,必 ず,1度 だけ,損 益計算書 に載せ る」 とい うも
のであった。「すべ て」 「必ず」 というのは,損 益計算書 を通 さない損益項 目を認 めないとい うこ
とで,「1度 だけ」 とい うのは,ダ ブル ・カウ ン トしないこ とと非計上 を認めない とい うことで
あ る。
そ うすることによ り,損 益計算書 にその役割 を果 たさせ るとともに,直 接バ ランス ・シ0ト に
損益 項 目をチ ャー ジする ような会計処理 をさせ ないので ある。バ ランス ・シー トの利益剰余金
は,当 期の純損益 として損益計算書の末尾 に掲 げ られた金額だけが加減 され,そ れ以外 の項 目が
チ ャージされることはない。 これで,利 益剰余金 という留保利益 のた まりを使 った会計操作はで
きな くなる。バ ランス ・シー トの剰余金が悪用 されないということか ら,こ うした会計方式や剰
余金 を 「クリー ン ・サープラス(剰 余金)」 と呼んで きた。
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ところが,上 で述べた ように,ア メ リカの会計が,バ ランス ・シー トをできるだけ包括 的なも
の(何 でもオンバランスにする)に し,オ フバ ラ ンスの資産や負債 をで きるだけ無 くしようとして
きた ことか ら,損 益か どうか疑 わしい項 目が損益計算書 に計上 されるようにな り,次 いで,こ れ
を回避す るために,損 益計算書か らみて 「不純物」 と考 えられ る項 目は損益計算書を通 さず に直
接,バ ランス ・シー トの剰余金 にチ ャージ(加 減)す るようになってきたのである。か くしてバ
ランス ・シー トの剰余金が ゴミ箱化す る。口悪 くいえば,「 ダーテ ィ ・サープラス」 となったの
である。
こうした損益計算書 をバイパスす る項 目が増 えるにつれて,他 方か ら損益計算書の有用性が低
下するといった批判が強 ま り,こ の批判 をかわすために,い ったん損益計算書 に計上 して,損 益
計算書 を通 してバ ランス ・シ0ト の資本勘定にチ ャージす る方法が考 え出 された。そ うす ると,
バラ ンス ・シー トに記載すべ き項 目は,当 期 の損益か どうかに関係 な く,す べて,い ったん損益
計算書に計上 しなければな らない。 これが,「 包括利益」であ り,こ れ を記載す る損益計算書 を
「包括利益計算書」(FAS第130号)と い う。 こうした計算書が 国際会計基準 に も導入 され ようと
しているのである。
「包括利益」 という考 え方 は,損 益計算書 を重視す る動態論 か らの発想 ではな く,あ くまで も
バ ランス ・シー ト重視 に対す る批判 をか わそ うとする静態論 か らの 「弥縫 策」(井 尻雄士,1998
年,123頁)に 過 ぎないのである。
包括利益 の典型的 な例が,資 産の評価差 額で ある。LへSBの 構想 で は,金 融 商 品の評価 差額
(時価変動分)を いったん未実現損益 として損益計算書に計上 したな らば,こ れが実現 した段 階で
実現損益 に振 り替 える処理(こ れを,リ サイクリングという)を 認めない。評価損益 はすべて包括利
益 を構成するもの として報告 され,そ れが実現 したか らといって損益計算書 で再報告することは
しない。利益 は,評 価益 の段階で報告 され,い ったん報 告 された利益 は売却時 には計上 され な
い。 か くして,決 算対策のための益 出 しは封 じられる。
この処理 は,益 出 しを封 じるための ものではな く,あ くまで も資産を時価評価す るための もの
であ り,結 果 として,伝 統的 な実現概念 を否定する ものである。包括損益計算書では リサイクリ
ングが認 められないために,実 現 した利益 の額 を知 ることがで きず,実 現概念 をベース とした当
期純利益 は計算 ・表示 されないことになる。包括利益 を主張す る人たちの考 えでは,実 現利益な
どは 「作 られた数字」であ り,無 意味 なのである。 しか し,包 括利益 しか表示 しない損益計算書
を見せ られて も,企 業の経営成績 を判定することはで きない。バ ラ ンス ・シー トを時価で表示 し
ようとすれば,こ うして損益計算書が破壊 されるのであ る。
では,な ぜ,バ ランス ・シー トを時価 で表示 しようとするのであろうか。会社財産の現在の状
態 を示す という考 え もあるが,時 価 は 「売れた らい くら」 「収入があった ら現価 はい くら」 とい
う仮定の世界,「 た られば」の世界 の話であ り,と て も 「現在 の状況 を示 す」 とはいえない。時
価 を使 うもう1つ の理 由(ア メリカではこちらが本音である)は,将 来利益 を前倒 しで計上 で きるか
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らであ る。時価 には,売 却 時価 と将来収入 の現在価値 とがあ る。将来収 入 をもって時価 とすれ
ば,保 有する資産や契約か ら生 じる将来利益 が評価差額 として損益計算書 に計上 される。その典
型 は,エ ンロ ンの先物契約である。
エ ンロンは,石 油 ・天然ガス ・電力の先物販売 を ドル箱 としていた。商売のや り方は,電 力会
社や工場 などと何 ヶ月か先 に決 まった値段で石油 ・ガスを供給する先物契約 を結び,さ らにこの
先物契約の権利 を売買する市場 を作 り,自 ら売買 して利益 を増やす とい うものであった。エ ンロ
ンは,先 物の契約が取れた段 階で,売 れる場合には契約の権利 を自分で作 ったマーケ ットで売却
して利益 を出 し,売 れ ない場合 には契約か らあがると見込んだ利益 を前倒 しして計上 していた。
契約 を時価評価 したのである。 もともと利益が出ることを予想 して契約をするのであるか ら,契
約時 に時価で評価すれば利益 を出す ことがで きるのは当た り前である。
エ ンロンは,こ の,将 来において手 に入る と皮算用 した利益 を,契 約 した年次 に利益 として計
上 して きたのである。キ ャッシュ ・フローの裏付 けのない利益 を計上すれば,納 税 にも配当にも
困ることになる。そんなことは分か り切 ってい ることであるが,エ ンロンもワール ドコム も,こ
うしたキャ ッシュ ・フローの裏付 けのない利益 を計上 して破綻 した。その結果,多 大 な損害を受
けたの は,株 主であ り,取 引先であ り,従 業員であった。
包括利益計算書 に計上 される利益の一部(主 として評価益)は,キ ャッシュ ・フローの裏付 けが
ない。それ どころか,こ の利益 はいつ実現するかわか らない し,場 合 によっては実現 しないので
ある。そんな包括利益計算書 を信用 して投 資 した りすれば,絵 に描 いたような 「黒字倒産」 を経
験するであろう。
3企 業結合会計 は利益捻出マシーンだった
複数の企業が合併す る場合 の会計処理は,従 来,ア メリカで もわが国で も,買 収法(パ ーチャ
ス法)と 持分プーリング法が認め られて きた。それが,ア メリカでは持分プー リング法が使 えな
くな り,買 収法一本 になった。それを受けてわが国で も,持 分プーリング法を,原 則 として適用
で きないようにしようとしている。ここで も,ア メ リカの基準は正 しく,日 本 はそれに従 わなけ
ればな らない といった属 国精神が顔 を出 してい る。 日本の事 情 とか,い ず れの処理が適切か と
いった ことはほとん ど問題 にされ ない。
持分プー リング法 とい うのは,企 業規模 や資産額がほぼ対等の会社 同士が株式の交換 をとお し
て合併す るようなケースを想定 した会計処理で,合 併 当事会社の資産 ・負債 をその帳簿価額で合
併会社 に引 き継 ぐものである。合併当事会社の留保利益 もそのまま引 き継がれ,さ らに合併が行
われた会計期 間の利益 も期首か ら結合 されていたかの ように合算 して報告 される。資産 ・負債 を
簿価で引 き継 ぐために,の れんは計上 されない。
企業 を結合す る会計処理 として,も う1つ,買 収法(パ ーチャス法)が ある。 この方法は,あ る
企業(取 得企業)が 他の企業(被 取得企業)の 純資産 と支配権 を,株 式の発行等に より獲得す るよ
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うなケース を想定 した ものである。多 くの場 合,被 取得企業(買 収 される企業)よ りも取得企 業
(買収する企業)の ほうが,企 業規模が大 きい。この方法では,取 得 した資産 ・負債 を時価(公 正価
値)で 計上 し,買 収 の対価 として交付 した株式の時価や交付 した現金 との差額 を 「のれん」 とし
て計上す る。被取得会社 の留保利益や当期利益 は引 き継が ない。
買収法 に比べて,持 分 プー リング法は,報 告する利益 を嵩上 げで きるメ リッ トが ある。例 え
ば,簿 価が時価 よ りも低い資産 を引 き継げば,そ の後 の減価償却費 を少 な くす る ことが で きる
し,こ れ を売却 して売却益 を出す こともで きる。被取得会社 の当期利益 を,取 得会社の利益 とし
て報告することもで きる。
合併す る と企業規模,特 に 自己資本(株 主資本)が 大 き くな り,ROE(株 主資本利益率)の 低下
を招 きかねない。これを避けるために,合 併後 に,ほ とん どの取得資産を売却 して,売 却益 を計
上す る一方,売 却 に よって得 た資金 で 自社株 を購入 して消去 す る企業 が多 い。これで,逆 に
ROEが 上昇す るのである。取得 した資産のほとんどを売却す るのであ る。
何 のために企業 を買収 したのか,明 白である。その企業 の生産設備,生 産性,超 過収益力,生
産効率,知 名度,ブ ラ ンドカ,そ んなものが欲 しかったわけではない。 ただただ,当 期 に報告す
る利益数値 を大 きくす るためであったのである。当期 に報告する利益 を大 きくするには,次 のよ
うな会社 を買い取ればよい。
(1>含 み益 の大 きい会社 取得資産 を原価で引 き継 ぐことを思い出 して欲 しい。売 れば帳簿
上 の利益が出る し,売 らな くて も減価償却費は小 さくて済 む。
(2>留 保利益や当期の利益がある会社 いずれ も,取 得会社の利益 として報告 される。
持分プー リング法 は,上 記の ように,の れんを計」二しない。 したがって,合 併後 にのれんの償
却費 を負担 しな くて済む。
これを理解す るには,少 し買収法の説明がい る。買収法ではのれんが計上 されるために,合 併
後 の償却費負担が 問題 となるか らである。以下,典 型的な企業買収(報 告する利益を大きくするた
めの合併ではないという意味で)を 想定 して,買 収の会計処理 とのれんの償却費の話 をす る。
買収法 ではs上 述の ように,取 得 した資産 ・負債 を時価(公 正価値)で 計上 し,買 収 の対価 と
して交付 した株式 の時価や交付 した現金 との差額 を 「のれん」 として計上する。
例えば,A社 が,資 産の時価 が100億 円,負 債が30億 円のB社 を買収 し,B社 株式 の対価 と
して現金300億 円をB社 の株主に交付 したとしよう。純 資産の時価 が70億 円の会社 を買い取 る
の に300億 円 を支払ったのである。70億 円の資産 に対 して300億 円 も払 うな どといった馬鹿 な
ことを会社がするはずが ない,と 思 われるか も知れない。 しか し,最 近の企業買収 では,純 資産
の数倍の対価 を支払 うケースが少な くない(田 中,2001年,312-314頁 参照)。
この純 資産額 と対価 の差は,会 計上,の れん として説明 され,資 産に計上 されて きた。では,
いったい,の れんとは何であろうか,70億 円の資産 に300億 円も支払 うのはなぜ であろうか。A
社 が,B社 を取得するのに300億 円を支払 うのは,さ まざまな理由があ る。このケースでは,B
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社 の含み益が欲 しかったわけではない。
例 えば,B社 を合併す ると,マ ーケッ ト ・シェァが大 き くな り,製 品の価格決定力 を握 るこ と
がで きるとか,B社 の技術力や商品の名声 といったバ ランス ・シー トには現 れない価値 が手 に入
るとか,B社 を自社 グループに加 えることにより全国展開がで きるようになるとかSB社 に高い
代価 を支払 う理 由はい くらでもある。他 にも,資 産価値に対する主観の違いであったか も知れな
い し,義 理 ・人情 ・意地で買収 したのか も知れ ない。70億 円の資産 に何 故300億 円 も支払 った
のかは,買 収 した当事者以外 には分か らない。いや,買 収の当事者であって も,確 信 を持 って値
決め しているとは限 らない。企業買収 は,と きに,骨 董品を買うの と似て,公 正 な市場価格 とい
うものがない。従 って,支 払った差額(こ れを,の れん代という)が 妥 当な金額であるのか,払 い
す ぎているのか,そ の逆か,も わか らないのである。
何 に対 して支払ったのかが よ く説明で きないにもかかわ らず,こ れまで,会 計では,こ の差額
をのれん として資産に計上 して きた。実体のない資産 を計上することは健全 な会計処理 とはいえ
ないことか ら,資 産に計上 したのれんは,一 定期 間内において償却す る。これが,の れんの償却
である。企業会計原則では,償 却期間については言及 していないが,毎 期均等額以上 を償却す る
ことを定 めてお り,商 法では,の れんを取得後5年 以内に毎期均等額以上償却す ることを規定 し
ている。
上の例 でい うと,230億 円ののれんが計上 され,商 法に したがってこれ を5年 以内に償却 しな
ければな らない。均 等額 とすれ ば,毎 期,46億 円 もの償却 費を計上 しなければな らな くなる。
買収法 を使 うと,こ のケースの ように,合 併後,の れん償却 費を負担 しなければならない。
巨額ののれんがバ ランス ・シ0ト に計上され るな らば,そ の後の償却費 も巨額 になる。大型の
買収であればあるほ ど,買 収のあ とに計上す る償却費が巨額にな り,場 合 によっては当期の利益
を吹 き飛 ばしかねない。か くして,持 分 プーリング法 を禁止すれば,の れんの償却費が邪魔 して
企業結合(企 業再編)が 行 われな くなるおそれが高 くなる。多 くの事業 において,世 界 に冠 たる
企業 を生み出す ためには,有 力企業同士の結合 や補完関係にある企業同士の結合が必須であ りs
企業結合 は国益 にもか なうところがある。
持分プーリング法 を禁止 して,巨 額 ののれんを計上 させ,こ れ を毎期償却 させ るとなると,企
業再編にブレーキをかけることにな りかねない。そ こで,ア メリカでは,持 分 プー リング法 を禁
止 して買収法 を採 るようにす る代わ りに,買 収法 によって計上 したのれんを償却せず,こ れを定
期 的に評価(時 価評価)し て,の れんの価値 が低下 した ときには評価損 を計上す ることに したの
である。 これで,巨 額ののれんを計上 して も,そ の後の経営成績 を圧迫す ることはな くなるとい
うのである。
しか し,の れ んを評価す る手法 は確立 されていない し,仮 にそ うした手法があるとして も,企
業 を買収する対価 を決 めるときに使 われるわけではない(上 述したように,実 際の企業買収では,取
得する純資産の何倍もの対価を支払うことが多いが,な ぜ,そ のように多額ののれん代を支払うのか,買 収の
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当事者でもうまく説明できないことが少なくない)。
買収 した会社か らすれば,買 収後に巨額ののれん評価損 を計上 した りすれば,高 い買 い物 を し
た ことにな り,経 営者の評価 にもマイナスである。のれんの評価方法が確立 していない以上,計
上 した評価損 が適当な レベルなのか過小 なレベルなのか も判断で きない。のれんの評価方法が確
立 していない ときに,の れんを非償却 として,定 期的に時価評価 して評価損が発生 した ときにだ
け損失を計上するとい うことになれば,こ れか ら,の れんの評価 を使 った利益操作が横行する危
険性がある。
例 えば,当 期 にのれんを時価評価 して巨額の評価損 を計上 し,翌 期 にV字 回復 を演出す るこ
ともで きる し,い ったん計上 した評価 損 を,翌 期 に訂正 して戻 し入 れ る(修 正益)こ ともで き
る。買収 によって取得 したのれん 慣 い入れのれん)は,本 当の価値が分 か らず,し か も,利 益操
作 の道具にな りかねないのであ る。
そこで,の れんの大部分 を占めている と考 え られる無形資産,そ の中で もっとも大 きな価値が
あるはずのブラン ドが注 目され るのである。
ブラン ドは,ト レー ド・マー クのように,法 によって保護 される部分 もあるが,放 っておいた
ら価値 を喪 って しまうこともあ る。そのよい例が,「 エスカレー ター」であ り,「 ブラジャー」 で
あ り,「 シャープ ・ペ ンシル」であ ろ う。いず れ も,も と もとは商 品名,つ ま り,ブ ラ ン ド ・
ネームであったが,今 日では一般名詞化 して しまい,ブ ランドとしての価値 を喪っている。ブラ
ン ドは,企 業が不祥事 を起 こした りして価値 を喪失す ることもあれば,社 会や環境の変化 によっ
て価値 を喪 うこともある。
しか し,一 般的には,各 企業がブラン ドの価値 を維持するために,毎 期,多 額の費用を負担 し
ているのであるか ら,資 産 として計上 されたブラン ドは償却する必要が ない とい う主張 も成 り立
つ。 ブラ ン ドを護 るために,毎 期,多 額の費用 を負担 し,そ の コス トは損 益計算書 に計上 され
る。 この上 にs買 い入 れたブラン ドの償却費 を損益計算書に計上す るとなる と,ブ ラン ドの費用
を二 重 に計上 す る こ とに な る,と い うの で あ る。 ブ ラ ン ド償却 不 要論 であ る(詳 しくは,田
中,2001年,第10章)。 のれんの大部分 を占めるブラン ドが償却不要 となれば,の れんか らブ ラン
ドを分離 して,別 個の資産 として掲 げるこ とがで きる。
アメ リカで ブラン ドの評価 が注 目されるようになった背景 には,合 併の会計処理 として持分
プー リング法が禁止 され,買 収法に一本化 された ことにある。 日本 には,こ うした状況はない。
日本 では,持 分プーリング法が悪用 された といえるケースはほとんどない。それに も拘わ らず,
日本 で も,原 則的に持分 プー リング法が禁止 され,買 収法に一本化 される。ただ,ア メリカ基準
がそのように変わったか ら,日 本 もそれに倣 うのである。
企業結合 の会計 として何 を採 るかは,す ぐれて国益 ・国策の問題で もある。産業再編や企業集
団の形成は国力をつけ,国 際競争力 を伸 ばす道で もある。国益 を護 り,国 際競争力 をつけるため
には,産 業再編や企業集団の形成を助長す るような会計制度が必要 なのである。買収法では,合
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併する当事会社 を,合 併 される会社(会 社は消滅する)と 合併す る会社(会 社は存続する)に 色分 け
しなければな らない。大小,優 劣がはっきりしている場合 はよい として も,合 併当事会社がお互
いに対等 と考 える場合や,諸 般の事情か ら対等の ように振 る舞わなければ合併することが難 しい
場合には,買 収法 は企業結合 を邪魔す ることにな りかねない。持分 プ0リ ング法を悪用 した形跡
の ない国で持分 プー リング法 を禁止すれ ば,産 業再編 などに大 きな支障 を来すので はなかろ う
か。
4V字 回復の手 として使われた減損会計
わが国で も,2005年 か ら減損会計が強制適用 され ることになった。 このデ フ レ ・不況 に苦 し
んでいるさなかに,多 くの企業に巨額の損失 を計上させるのが,減 損会計である。 この時期に減
損会計 を強制す ることは,デ フ レ ・不況 を強化 するだけである。経済 に及ぼす減損会計 の影響
は,有 価証券時価評価 の比ではない。一説 には,不 動産業 で40兆 円,製 造業で40兆 円の損失 を
計上 しなければな らないとい う(読 売新聞,2003年3月17日 号)。
減損会計の火種 もアメリカであった。 アメリカには減損会計の基準があるが,そ の基準が設定
され る前 か ら,盛 んに減損処理が使われていた。それ も,ほ とんどがV字 回復 を演 出す る手段
として使われたのである。 この ことは別 のところ(田 中,2003年d,49-50頁)で も書いたので,事
例 を替 えて紹介す る。
アメ リカの企業が減損処理 をしたのは,ほ とん どが経営者が交代 した時期か,前 期並 の利益 を
確保で きな くなって きたとき,あ るいは,当 期の利益が経営者に与え られる成功報酬の水準に達
しそ うもない ときである。最後の例で説 明しよう。
アメ リカの企業では,し ば しば,取 締役の報酬 を利益額や株価 とリンクさせ る契約 を結ぶ。例
えば,当 期の利益が一一定水準(資 本の10%な ど)を 超 えた ときは,利 益 の一定額(10%な ど)を 成
功報酬 として取締役に支払 うといった契約である。いま,資 本の額が100億 ドルで,当 期の利益
がその10%(10億 ドル)を 超 えた ときは利益の10%を 成功報酬 として支払 う,た だ し,報 酬の
上限額 を2億 ドルとするという契約 を結 んだ とする。
この場合,経 営者 は,利 益が最低水準(資 本の10%,10億 ドル。成功報酬は1億 ドル)と 最 高水準
(20億 ドル。成功報酬は2億 ドル)の 問にあ るときは,最 高額 に近づける ように努力す るであろ う。
こうした ときには,引 当金を低めに設定 した り費用を先送 りした りa将 来利益 を前倒 しで計上 し
た りす る(詳 しくは,田 中,2003年bを 参照)。 逆 に,利 益が上 限額(2億 ドルの10倍,つ まり20億 ド
ル。成功報酬は2億 ドル)を 超 えそ うな ときは,引 当金 を厚 めに積み,費 用 を前倒 しして計上 した
り,棚 卸資産の評価損 を過大 に計上 した りして利益 を圧縮 し,利 益 を上限額 にとどめ よう とす
る。利益が20億 ドルを大 きく超 えて も,超 えた額に対 しては成功報酬が支払われない。それな
ら,そ の超過額 を次期 に繰 り越 して,次 期 に成功報酬 を受け取 ったほ うが よい と考 えるのであ
る。
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では,利 益が最低水準(10億 ドル)に も達 しそ うに もないときは どうす るであろ うか。10億 ド
ルに達 しなければ,成 功報酬 はもらえない。当期 はもらえないとなると,次 期 には是非 とも成功
報酬 を手 にしたい。そ こで,次 期の成功報酬 を確実な ものにす るため に,減 損処理が使われるの
であ る。
例 えば,バ ランス ・シー トに20億 ドルで計上 されている土地があったとする。時価 も,ほ ぼ
20億 ドルであったとしよう。経営者 は,こ の土地 を当期末に,例 えば,9億 ドルの価値 しか ない
として,11億 ドルを減損処理す るのである。期末 のバ ランス ・シー トには,十 地 は9億 ドル と
して記載 され,損 益計算書 には減損損失11億 ドルが計上 され る。当期 は,赤 字決算 を余儀 な く
され るか も知れない。
この状態で翌期 を迎 え,こ の土地 を売却す るのである。 もともと20億 ドルの価値が ある十地
であるか ら,売 れば20億 ドルで売れる。簿価 は9億 ドルであ る。 この土地 を売 っただけで,帳
簿上,11億 ドルの利益 が出る。これで,翌 期 は,成 功報酬 を手 にす るの に必要 な利益額 を達 成
す ることがで きる。営業活動 であと9億 ドルを稼 ぎ出せ ば,最 高額(2億 ドル)の 成功報酬 を手に
入 れることがで きる。
この ようにアメリカの減損会計 は,し ば しば,1期 目に大 きな損失 を計上 し,2期 目にV字 回
復 を演 出する手段 として,あ るいは,経 営者報酬 を手に入れる手段 として使われて きた。 こうし
た利益操作 をやめ させ るために設定 されたのが,ア メリカの減損会計基準 なのであ る。
減損会計は,発 生 した と考え られる損失を認識す るとい う点で保守的な経理 であ り,そ れな り
に会計処理 としての合理性があるが,問 題はい くつかある。1つ は,過 度 の保守主義にな らない
か とい う点であ り,1つ は,対 象 とする土地や建物 の時価が客観 的に測定で きるのであれば,保
有す るすべての不動産の含み損益 を通算 して,ネ ッ トの損益 を認識 したほうが筋が とおるのでは
ないか,と い う点であ る。ただ し,そ うしたことをするには,有 価証券の時価評価が抱 える不合
理 と同 じ問題が発 生す る。第3点 は,減 損の判定 に割引現 在価値法(DCF法)を 使 うこ とであ
る。DCF法 は,将 来の損失を前倒 しで計上す るものであ り,デ フ レ期 に使 うの は自殺行為 に近
いo
さ らに,わ が 国に特 有の問題が3つ あ る。1つ は,タ イ ミングの問題であ り,2つ 目は中小 企
業への適用問題であ り,さ らにもう1つ は,減 損損失の税務処理の問題であ る。
タイミングの問題 とは,現 今 のデ フレ ・不況の時期に減損会計 を導入することの是非である。
このデ フレの時期に国を挙 げて巨額の損失 を計上す ると,企 業経営 はさらに悪化 し,デ フレの足
をさ らに引っ張 る可能性 が高い。減損処理がいかに 「会計的に正 しい」 として も,や るべ きタイ
ミングというものがあ り,や るにはそれ な りの下準備 な り環境整備が必要なのではないであろう
か。少 な くとも,現 在のわが国経済界 は,減 損処理 をその まま受 け入 れるには疲 弊 しす ぎてい
る。 これでは,手 術 を受けるだけの体力のない重病人に,大 がか りな外科手術 を施す ような もの
である。
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この,タ イ ミングの問題や国家経済へ の影響の問題は,会 計基準 を作 っている人たちには,ほ
とん ど関心が ない。彼 らの関心は,た だただ 「会計的に正 しい」 ことを実行することにある よう
である。 しか し,別 稿 佃 中,2004年)で 述べ た ように,「 会計的 に正 しい」 とい うのは,も の ご
とを見 る一つの視点で しか ない。 「会計的 に正 しい」 ことが,「 法 的に正 しくない」 とか,「 経済
政策 として正 しくない」,「社会通念か ら見て正 し くない」,「国益 ・国策 として正 しくない」 とい
うのはい くらで もある。会計 に携わる者 は,そ こを大 きく誤解 して きたのではなかろ うか。「会
計的に正 しい」 とい うのは,「 医学的には,子 供 を生む気 がないの にセ ックスす るのは正 しくな
い」 とい うの と同 じくらい,「 正 しくない」 と,私 には思えるのである。
次 に,中 小企業へ の適用 問題を検討す る。減損会計基準が非上場 の中小企業にまで適用 され る
ならば,わ が国の中小企業 は壊滅的な打撃を受けると予想 されるか らである。中小企業の資金繰
りは,依 然 として,不 動産 を担保 とした間接金融が中心 である。不動産を減損処理することにな
れば,バ ランス ・シー トと損益計算書がぼろぼろにな るだ けで はな く,銀 行 が担保価値 を認め
ず,資 金を貸 さな くなるどころか,資 金 を引 き揚 げるこ とにな りかねない。
企業会計基準委員会の専 門委員の説明 によれば,減 損会計基準は上場会社 だけに適用 されると
い う。 しか し,減 損会計基準が,非 上場の中小会社 に適用 されない とい うの はいささか信 じがた
い。話は長 くなるが,し ばら く減損会計が中小企業 にも適用 されるか どうかの問題を検討す る。
減損処理は実質な会計処理であ り,情 報公開 とは違 う。情報の公 開ということであれば,中 小
企業 と大企業 に差 をつけてもおか しくはない。中小企業 には一般の投 資家がいないが,大 企業に
は,数 多 くの投資家がいて,彼 らは投資の意思決定のために多種多様な情報 を必要 としているか
らである。それ以外 にも,減 損会計基準が中小企業に も適用 される と考 えるべ き理 由がい くつか
ある。
第一 に,商 法第32条 にい う 「斜 酌規 定」の解釈上,新 しい会計 ル ールは 「公正 ナル会計慣
行」 を構成す るもの と考 えられるであろうか ら,減 損 の基準 も商法適用企業(つ まり,す べての企
業)に,当 然 に適用 される と考え られる。
第二 に,減 損処理 については,商 法上 「予測スルコ ト能ハザル減損 ガ生 ジタル トキハ相 当ノ減
額 ヲ為 スコ トヲ要ス」(商 法第34条2)と い う規定がある。減損基準 は,こ の商法 の規定 を解釈 ・
敷{」一したもの とい う見方 もで きる(島 原宏明,2003年,146頁 参照)。
第一 の点については,平 成10年 の 「商法 と企業会計 の調整 に関する研究会報告(江 頭憲治郎座
長)」 が参考 になる。 この報告 では,時 価会計基準 を中小企業 に も適用す るか どうか を商法サ イ
ドと企業会計サイ ドで検討 したものである。そこでは,商 法 と証券取引法の関係 について,次 の
ように述べ ている。
「(これまでも)公 開会社 を対象 とする証券取 引法 と非公開会社 も対象 に含 む商法で は,要 求 さ
れる情報に差異 があ るとして も,財 産計算及び利益計算は基本的に一致す るように調整されて き
た。」「掛酌規定の解釈上,企 業会計原則 は 『公正ナル会計慣行』の中心 をなす ものと解 されてい
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る。」(こ の後で,企 業会計審議会の,他 の答申や意見書も同様に扱われてきたことを指摘している。)
時価会計基準の適用 については,次 の ように述べている。
「会社 の規模 によ り時価評価 の必要性 に違 いが生 じる とは考 えられない。 したが って,基 本的
には,す べての会社 に同一の評価基準が採用 されることが望ましい。」 しか し,「 非公 開会社 …に
まで時価評価 を強制 しな くて も,商 法 の法益の観点か ら弊害は乏 しいのではないか という意見 も
ある。」「証券取引法上の開示において時価評価 が強制 された公開会社 については,商 法 に時価評
価 を行 う明文規定 を置かない場合 にも,公 正 な会計慣行が斜酌 されることによ り商法上 も時価評
価 を行 うこととなる と解す ることが妥 当である。」
「(ただし,上 の解釈は,非 公開会社へは適用されないということではないので)反 面,中 小会社等 に対
しては,時 価評価 を行わないことが直ちに違法 となることとな らないよう,実 務 に配慮 した検討
が進め られ る必要がある。」
商法が,時 価評価 の規定を置いた ときに,中 小企業 に対する配慮であったか どうかはわか らな
いが,法 律上は時価評価 を強制せず,「 任意適用」 としてい る。その結果,商 法上 は,公 開会社
も時価会計 は任意適用で,証 券取引法を迂回 して時価評価が強制 されている。
減損会計基準 は,時 価 会計 とは少 し事情が違 う。それは,先 にも紹介 したように,減 損につい
ては,商 法上 「予測スルコ ト能ハザル減損ガ生 ジタル トキハ相 当ノ減額 ヲ為ス コ トヲ要ス」 とい
う規定があるか らである。
た とえ,法 形式上は適用されない ことになったとして も,実 質的に適用 されるとす る危惧 があ
る。わが国の会計基準 には 「中小企業へ適用 する場合の制 限」 とか 「基準の適用範 囲」について
の規定はない。仮 に,会 計基準に 「中小企業へ は適用 しない」 と書いてあったとしても,あ るい
は,商 法が改正 されて,減 損処理 については 「中小企業へ は適用 しない」 という一項 を設けた と
して も,例 えば,新 規 の取引先 と取引 を開始 しようとす るときや銀行が与信す るか どうかを決め
るときには,減 損処理後の財務諸表 を提 出することが要求 されるであろ う。そうなれば,実 質的
には,中 小企業に も適用 されたと同 じことになる。
最期の,減 損損失の税務処理 は深刻な問題である。 この問題に入 る前 に,わ が国の土地事情を
説明 してお きたい。
わが国の土地 は,1990年 には時価 で2464兆 円であ った。それが,9年 後 の1999年 には1612
兆円にまで落 ちている(国 土交通省編r平 成13年 版 土地白書」による)。 この9年 の 間に,852兆 円
も消えて無 くなっている。 トヨタ自動車(2002年 の総資産8兆 円)並 の会社 が106社 消滅 した計算
になる。
連結会計基準が導入 された結果,「 株 主資本利益率(ROE)の 悪化 を防 ぐため」 とい う名 目の
下,各 社は利益 の確保 に走った。各社 は収益 ・利益 を生 まない土地 ・建物や赤字 を出 してい る部
門(た とえば,運 動場,保 養所,研 究所,社 員寮,ミ ルク補給が必要な子会社など)を 一部処 分 して き
た。グループの経営成績 として連結利益が強調されるようになれば,ど の会社 も,こ れ まで と異
アメリカ会計の功罪123
なる経営 ・会計戦略を採 るようになる。連結利益 に貢献 しない部門や子会社 を切 り捨 て,連 結資
本 を極力小 さくす るために収益力のないセクター(福 利厚生施設や研究所など)を 売却す る。ROE
を高めるためには,で きる限 り分母の株 主資本を小 さくす るのがよい。
しか し,資 産の処分には限界があ り,ま た,分 母 を小 さ くするだけでは十分 にROEを 高める
こ とがで きない。 そこで,各 社が とった手 は,分 子の利益 を大 きくすることであった。時代は,
景気が後退す る時期である。本業の収益,つ まり売上高 を増やすことは並大抵の ことではない。
い きおい,費 用 を削減 して利益 をひね り出す,そ れ も,わ が国企業 にとって聖域 ともい うべ き人
件費の削減によって利益 をひね り出 し始めたのである。 リス トラは,マ クロ経済 として見れば,
消費の低迷 と景気 の後退 を招 くという悪影響 があったが,ミ クロ経済(個 別企業の経済)か ら見 る
と,利 益の確保,企 業業績の回復 とい ったメリッ トがあったのである。
連結会計の導入で,わ が国企業が,収 益 を生 まない部門の土地 ・建物,さ らには,そ の従業員
を処分 して きた というこ とを書いた。 これか ら,減 損会計が導入 される と,土 地や建物 は,時 価
(売却時価)か 将来収益の現在価値 で評価することになる。
従業員の福利厚生施設 として購入 した運動場,海 の家,山 の家があった としよう。運動場 も海
の家 も,社 員が使 うのは週末のみだか ら,維 持費がかかるだけで収益 はないに等 しい。社員寮や
社宅 も同 じである。 どれ もこれ も赤字 を垂れ流 している。 しか も,現 在の経済状況では,売 りた
くて も売れない。買い手がいなのである。減損会計では,こ うした不動産は,ゼ ロ評価 に近いで
あろ う。
今 までに,福 利厚生のために施設や土地 を購i入した企業 は,今 後は減損会計による損失 を計上
しなければな らない。その評価損が,企 業が必死 になって稼 いだ利益(営 業利益)を 吹 き飛ば し
て しまいかねない。 これでは,働 く意欲 をな くして しまう。経営者に してみても,企 業 を経営 し
てゆ くために必要 な福利厚生施設 を所有する と,従 業員のためにならない という逆説的な状況 に
陥るのである。
土地の時価 は,バ ブル期か ら10分 の1に まで下落 してい る。バ ブル期 に土地 に投 資 した企業
には,高 値づかみ した不動産がある。それ らの土地 は,営 業活動や生産活動 にはほとん ど活用 さ
れていない。なぜ なら,わ が国の土地は,土 地本来の 目的で使用 されるよりも,値 上が りを期待
した資産 ・財産 として保有 されることが多いか らである。わが国では,土 地 は骨董品 と同じで,
使 わないほうが値が」二がったのである(野 口悠紀雄,1989年,20頁 参照)。
バ ブル期 に取得 した土地 は,活 用 されているものも活用 されていない ものも,大 幅に時価が下
がっている。多 くは,減 損処理の対象 となるであろう。バ ブル期 よりも前 に取得 した として も,
現在の ように景気が後退 しデフレが進行する と,そ の不動産か ら得 られる将来収益 は減少 し続け
るであろうし,売 ろ うとしても高い価格では売れない。買い手がいないのである。い きおい,減
損 の額が巨額 となる。
減損会計基準が適用 されると,日 本 中の企業が保有 する固定資産が適用対象 となる。上に述べ
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たように,実 質的に,中 小企業が適用 除外 され るとい うことはない。 となると,2年 後には,す
べ ての企業が減損処理 を行 うことになるであろう。
商法の決算上,減 損処理 をして,減 損損失を計上 した としよう。 しか し,日 本の税法 は,原 則
として評価損益 を計上することを認めていない。現行の法人税法では,評 価損 を損金に算入で き
るのは,投 資有価証券 に適用 される強制評価減の損失だけである。 したがって,土 地や建物 を減
損処理 して も,税 務計算上,そ の評価損 を損金 に算入することがで きない。
ものの値打ちが下がった とい う場合,い ろいろな原因がある。例えば,風 水害 に遭った,火 災
により焼失 した,地 震 で建物が倒壊 した,こ うした物理的な損失が発生 した場合 は,税 法上 も損
失 として認め る。物理 的な損害の場合 は,自 然 に回復す ることがないか らである。 しか し,時 価
や評価額 が下がった というだけでは,損 失 として認めない。それは,1つ には,時 価 ・評価額が
元の額 に回復す る可能性があ るか らである。 ただ しこれは,表 向 きの理由で,課 税 当局の本音
は,こ うした評価損 を損失 として認めた ら,企 業の利益 が大幅に減少 して税収が激減する,そ れ
を避けたい とい うことであろ う。
税法が評価損を損金に算入す ることを認めないのであ るか ら,商 法決算上,減 損損失 を計上 し
ても,た とえその結果赤字 となって も,減 損損失 を計上 しなければ出たはずの利益 には課税 され
る。例 えば,減 損損失 を計上す る前の利益 が100億 円で,減 損損失が110億 円で あった としよ
う。商法決算 で は,減 損損失 を差 し引 いた10億 円が当期損失 と して報告 され る。 しか しなが
ら,税 法で は,100億 円を企業所得 として見 るので,税 率を40%と す ると,40億 円の法人税 が
かかる。
株 主総会で は,商 法上 の決算 として当期損失が10億 円であった と報告 す るであ ろう。 しか
し,株 主の 目には奇異に映る。 なぜ なら,当 期に損失を10億 円 も出 しなが ら,法 人税 を40億 円
も支払 っているのである。株 主に,商 法 と税法の違いを説明 して納得 してもらうことがで きるで
あろうか。
実は,こ の法人税40億 円は,や りようによっては支払わな くて もよい。税 法は評価損 を認め
ないだけで,実 現 した損失は損金 に算入することを認めている。つ ま り,減 損処理の対象 となっ
た固定資産 を所有 しているか ら評価損 になるのであって,売 却 して,売 却損 を出せば よいのであ
る。売って売却損が出れば,税 法で も損金 に算入す るこ とを認める。売る相手は,リ ースバ ック
しない限 り,当 社 の了会社であって もよい。
減損会計 は,商 法上の処理である。税法上 は,減 損会計 を認めない。商法決算で損失 を出 しな
が ら,巨 額の法人税 を支払 うとい うのは,本 来 は,会 計(商 法)と 税 法の考 え方の違 いか らくる
ものであ って も,払 わないで済む税 は,払 わないで済 ませ るのが経営者 の仕事 である。 とな る
と,減 損処理の対象 となる固定資産,特 に,遊 休 のまま保有す る不動産,海 の家,山 の家,保 養
所,社 員寮,研 究施設,ミ ル ク補給が必要な子会社 などは,減 損会計基準が適用 になる前に,売
却 して しまうのが得策であろう。経営者 として,そ うした処分 を怠 れば,株 主総会で,な ぜ,売
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却せず に減損処理を して,多 額の税金 を支払ったのか,詰 問されることは目に見えている。
そ うなると,減 損会計基準が適用 される前に,日 本 中で,値 上が りを期待 して購入 した十地,
遊休の固定資産か ら含み損 を抱 えた固定資産,将 来の収益 を期待 できない固定資産が,大 量に売
りに出される。 まさに,日 本 中で不動産の特売会が開かれる。 しか し,い ったい,誰 がそうした
固定資産 を買 うであ ろうか。買い手がいない と,更 に価格が下がる。いったい,ど れだけ下がれ
ば減損処理が終わるのか。 どこか不良債権の処理 と同 じで,売 りた くても売 れないので毎期の よ
うに,税 金を払いなが ら減損損失 を出す とい うことにな りかねない。
こうした事態を避けるためには,税 制の手当が必要である。つま りa何 が何で も減損会計基準
を適用する とい うのであれば,商 法上減損処理 した分については税 務上 も損金算入 を認 める と
いった手当が必要であろう。ただ し,現 今の ような税収が激減 している ときには,い っそう税収
減 となるようなことは課税当局が認めない。
そ うであれば,減 損会計の基準 を適用す る時期 を再考する必要があるのではなかろうか。今 の
日本経済界は,外 科手術 に耐えるだけの体力 をもっていない。今,減 損会計基準 を適用すれば当
期利益が何年分 も吹 き飛 んで しまう。それで も,税 金 を払わなければな らない。 これでは,踏 ん
だ り蹴 った りである。
何でこんなことになったのか。一言でいえば,日 本 の会計界が,ア メ リカの 「消火」基準に振
り回されているか らである。「V字 回復」 を演 出す るための減損処理 をやめ させ るために作 った
アメ リカ基準 が,今,日 本 の経済界 を危機 的状況に陥れ ようと してい るのであ る。被害者 は誰
か,そ して,加 害者 は誰か,明 白である。 アメ リカ会計 は,か くして,世 界 中に,い や,少 な く
とも,ア メリカ信奉者の多い 日本 に,多 大 な害悪 を流 している。
5「 どぶ沼」 にはま ったア メ リ力会 計
アメリカの経営や会計がか くも 「どぶ沼」状態 に陥ったのは,最 近の話で はない。 この国の経
営 や会計は,30年 も昔か ら,白 人の金脈 ・錬金術 の場 であった、,アメ リカの経済界 では,世 界
に先駆 けて事件が発生する。特 に,金 が絡 んだ事件はそうである。経済が発達 し,先 進的な金融
技術が駆使 されている社会であるか らこそ,経 済不正 も先進 的なテクニ ックを駆使 した ものが起
こる。 しか も,そ の不正はけた外れに巨額であ る。
すべ て,高 学歴の白人が犯 した犯罪である点で,こ の国の悩みは深い。 アメリカ社会が多民族
社会 であ ることはい うまで もないが,多 民族の頂点 に立つ 白人(人 種としてはアングロ ・サクソン
ワ ス プ
で,宗 教はプロテスタン ト,WASPWhite,Anglo-Saxon,Protestant-一 一と呼ばれる)が,政 治 も経 済 も
支配 して い るので あ る。利 権 や金 に絡 む話 は,す べ て 白人 そ れ も,MBA(一 流 大学の経営学修
士号取得者),会 計士,弁 護士 とい った高等 教 育 を受 け る こ とが で きた 白人 が 握 って きた。 白
人 の犯 罪 に よっ て被 害 を受 け る の は,決 ま って,所 得 が低 い 白人(宗 教 でい うと,カ ソリック)と
有色 人種 であ る。 そ の こ とは,エ ンロ ンや ワー ル ドコム の事 件 で 証 明済 み であ る。 この国 を支 配
126商 経 論 叢 第39巻 第4号(2004.3)
す る,き わめて少数 のWASPが,国 民 の富 を不 当 に奪 って きた。この こ とが政 治問題化 すれ
ば,政 権 を揺 るがすほ どの威力がある。 なぜ なら,ア メ リカの政権 を握ってきたのは,ケ ネディ
とレー ガン(共 にアイルランド人)を 除けば,す べ てWASPだ か らである(越 智道雄,1998年,147
頁)。 レーガ ン元大統領 はプ ロテスタ ン トであった。いわば準WASPで あ った。 アメ リカ大統領
でWASPで なか ったのはケネディひと りである。 アメ リカは,WASPが 非WASPか ら収奪す る
社会 なのである。
アメリカの経営(者)や 会計(経 営者 ・監査人)が 「どぶ沼」 に陥ったのは,こ の国の国民,と
りわけ白人が宗教心や倫理観 を喪 ったことと関係 がある。その点で,わ が国の経営者や監査人 に
とって,対 岸 の火事 といえない。わが 日本人 には,今 では宗教心 も倫理観 も無縁の ものである。
だか ら,ア メ リカと同 じ(い や,そ れ以上の)問 題が起 きて も不思議 はない。
アメ リカの国の会計ルールが 「世界で一番進んでいる」 とか 「世界で一・番厳 しい」 といわれて
きたのは,会 計や経営 を巡 る不正や トラブルが先進的だからであ る。ルールというものは,事 件
も トラブル も起 きないところには必要が ない。アメリカに世界で一番厳 しいルールが生 まれるの
は,そ れだけこの国に不正や問題が多 いか らなのである。
多 くの会計学者や会計士は,ど うや らアメ リカびい きらしく,こ うした話 には耳 を貸 さない。
しか し,世 界 の会計が,ア メ リカ会計病の被害者 になることは避けたい。 では,ど うすれば よい
か。答 えは,ア メ リカのまね をしないことか も知れない。
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